
「児童発達支援・放課後等デイサービスJオ」用契約書

(以 卜「保護者 |と いう。)と 相会 福祉法人frE康の森学同 (以下「事業者J

という.)は、児童発達支援 放課後等デイサービス事業可i(以 卜「事業〕ilと いう.)におい

て、利用児が市業者がら提供される福祉サービスについて、次の通り契約します.

(契約
“

,目 的)

第 1条 本契約は、利用児及び出t護者lD意志を専重し、 日常■活 |「 おける基本的動作の習得お

よび社会生活に適応することができるよう、事業者が利用児に劇して必要なリービスを適切

にイTう ことを定め■ ,.

{契約期間)

第 2条 本契約ば,期間は、令和  年   月   日から利用児√,受給者i■■記載される児

童発■支援給付費 敬課後等デイリーヒス給付費支給決定III間 満T口 までとします。

2 契約満丁目までに 保護者から事業者に対して、文書または口頭による契約終了の中し出

がない場合、■た利用児の当該給 ll費支給決定期間が■新された場合 本契約は自動更斬さ

オ]る 1)の とし■す.

(児童発華支J‐ 放課後等デイサービス″)内容 )

第 3条 事業イ|よ、児童福祉法に基づく児童発達支援給付費 放課後等デイリービス給付責対

象のサービスとtて、別紙
~重

要事項説明書Jに定めるサービスい容及び費用について説明

■行い、保護者との合意に基づきサービスを提供し■す.

(通所支援計画)

第 4条 事業イ|■ 、利用児の受給者前はこ記載されたリービスの支給量を踏まオ、利用児の有す

る能力や日常生活全般 lfl:状況■の評価を1芭 して は護7およて月 1用 児の希望する■活並びII

課題等の把世を行い、¬〕用児′,通所支援計画を作成 1´ ます.

2 この計
"「

は 事業者が保護者等に■lllし て 同意を得た上で作成t 内容についていつで

も説明を求めることができ
=→

l,

3 事業者|よ、通所支援計口iま利用児の状況■F応 して、少なくと1,6ヶ 月|「 1回の見直しを

イテ|ヽま」.

●」用十1企 )

第 5条 事業者は、児童福祉法に基づく児童発達支援綸月背 放課後等ライサービス給付背を

市「Tllから直接受|1取 り 
“

岬ヽ受値)し
=す

.保護者は、市 IT■が定める定■負担細 {給付

責全体
`)1割

0を事業者 |「 お支1ム いいただき■十.なお、利用者●担額√,軽減■が l・l用 され

る場合は、この■りで|ま ありません.

2 保護者は、別 ll「 重要事項説明書Jに記載する給‖費対象外サービス (実費)に対 1´ て、

所定げ)十 金を事業者に支I、います.



3 事業者は、サー 11ス の提晨にあたって おらかしめ保護者11対 し当該サーしスの内容及び

費用11ついて言性明 t´ 同首を得
=●

.

(千 11同十1企″)支払方法)

第 6条 保護者 |ま 第 5条に定める利用|」 全げ,合計を ,1毎に支払います.

2 事業者 |す 利用月の利用‖¬全請求苫を、翌,115日 までに11t護者 |「贅イ1.し ■

'.3 保護者 |よ 、利用月の請求額を 十月末目までに支lrぃ ます.なお、口座からlf」 き■とし

|=翌

'120口
「 なり■

'.4 事業者 |よ 、保護者から利用十令の支1ム いを受けた時は、11収書を発行 1ます.

(緊急]tの援助 )

第 7条 事業者|す サービスを絆供 lて いる時に、利用児″,病状に急変その他の日ヽ急事態が■

したときは、速や11こ家族等′ヽ連絡すると共に 協ブ,医療機 |・ |べ連絡する等の措置を講しま

す.ま た、状況によって,よ医療機関^の緊急搬,=等必要な措置″請じ
=す

。

(守秘義務)

第 8条 事業者は 11当 な理由・uない限り そ●業務 に,口 り得た利用児スにその家 l‐に関する

情報,漏 らきたい義務を■います.

2 事業者は、従業者が退1■催、正当な理由がなく枷 距「 知 1得■利」‖児ス1,そ 0)家崚にl.lす

る情 rPを漏らすことのないよう必要な措置を計じ
=す

.

3 事業者は、利用児 |「 医療等繁急の必要性があるj・

.合に,■、匡療機関等に示叩‖,こ に関ける′しヽ

身等げ)情報を提 l■
Lで きるものとします.

(事 T_者の具体的義務)

第つ条

(1)(安全西Jぎ義務)事業者 |ま、サービスの提供によ,た って利用児の■命、身体、財産の安全

確保に配,ど します.

(2)(説明義務)事業7は 本契約に基 ■́く内・.について、保護名の質問に対して適切に説明

t´

=¬
■

(3)輌己録保存牛1請義務)事 業者は サービス提l■に関する記録を整備し 掃 l■ 日から5年間

保存しま,.保護者 ■、この.4L録 の開示を求めることができ■―
ll

(4)(身体F・l束の禁止)事業者は、利用児またに他の利用児牛lf生 命また●身体′イT動を1果護

する為の緊急やむを得ない場合を除いて、身体的拘束等の行為を行いません.

(事故と損害m賞 )

第 10条 事業者は サービス提供Flに事故が発生した場合 |ま 保護者及び関係市町村に連絡

をイ「 うとと1)に、必要な措置を講 じ、事故状況及び措置|「 ついて記録 tt,1
2 事業者は、サービス提l■時に事業者の責に帰すべき事山により、利用児に損害を与ンた場

合|よ 、その損害を,=やわ,こ 嗜償する義務を10い ます。

3 保護者はサービス利用中に保護者itは利用児が 故意または重人なi儡人により 事業者



1,tく illつ利用
'1の

生命 身体、11物 に損害を与えた場合|「 よ、速やか|二 その損害を賠償

し
=す

。

(虐待防止のためのす占置に関する事項)

第 11条 事業者 |す 利用児の人権の擁護、1言待のl lJ上 の為、責イ1者を設置する等必要な体制

の整備を図るとともに 従業者に劇して|'F修を実施する■の措置″講するものと

'~る

.

(古 1青解決)

',12条
 't.●者 ,、 事業者が提供するサービスに出lン て、別社

~重
要事項説明書Jに .4L哉 す

る苦情受付悲口に、いつで1,苫情を申t'`てることができます.

2 事業者は 苦情が中し立て t,れ た場合、凛や力,こ事実関係を確認 し、改善の必要性及びモ

の方法等について保護者に‐F告 します.

3 事業者 |ま、保護者が苦晴を中し立てたことを理由として、利用児に刊して不オ

'益

となる |

うな
‐
l応はいたし■せん.

(契■|″
'解

約等)

第 13条 保護者は 30日 以 ●
'予

告期F.0を おいて事業者に通知する●11「 |り 、この契約

″終了することができます.ただし よ″)事山に該当する場合IIに、直ちに■の契 ll″力1詢

すること
'｀

でき
=|.

(1, 事業者が正当な理由なくサービスを提供 t´ ないとき.

(2)事業i.が第 8条に定める守秘義務に建it´た
'粘(3)事業著が社会通念に逸1"す るイT為 をイiつ たとき.

(4)他の利用嘘が利用児の生命 身体 財物 1言用を傷つ同た場合1)し くi傷つける思れが

1あ る場合において事業者が適切キ対|よ をとらない場合.

2 事業者は、や■を得ない事晴・lあるl・合 二十す 保護者に
‐
lし 、 30日 間の予告期間をおい

て理由を示した■書で告知することに
'り

、この契約″終 」
´
することができます。ただ l´ 、次

の事面に該当する場合には、直ちにこの契十1″角ギ約することができ
=り

]・

(1, 保護者が事業イに支fr・ ぅべきナービス・II利用十1金 を3ヶ 月以上ttt t´ 、相当期間をF
●た催告に 1,かかわらず故意に支払わない場合.

(2)保護者または利用児が 他
“

,利用児 事業者 職員等の生命、身体、財物、1言用を傷つ

ける
'と

に |つ て、本契約を制ttt t´ がたい重人な事象を生じさせ、そ|)状況

“

,改善が見

込めない;合 .

(3)災害等、そこ)他やむを行ない事山
「

より事業所を開FTすること・lできない場合.

(4)千叩11.L・Jタビ亡 1_た場合.

(協議事」■)

第 14条  =の契約に定められていない市」●について疑義が生したときは 事業者は 'こ童福

祉法及び関係法令の定めると,ろに従い、保護者と誠首を1,つ て協議するlJの とし■|.



上記の契約を証するため、本書 2通をふ _し、利用者、事業者が.L名捺日」の上、各 1通を保右

するものとします。

代理人 (l■護者)日1所

令和   年    月    日

氏 名              0

氏 名 _________一 一一。

利用児 住所

事業者住所

事業者名

代表者氏名

同山県新見市哲多町大野 2034-5
1「会福莉は 人 口素の森学同

理事長 黒山 靖弘


